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直接に反映したものである。2017 年度現在では課程設置の学校数で 902 校(32.0%)、課程数





関する規定 第 2 条の 5）であり、他の設置基準のような形で教員の要件には言及されな
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うインターネット利用の web 調査である。 
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に宛てた B 票への回答依頼ならびに使用する ID 番号とパスワードを印刷した紙を送付し、
所属教員に対して配布を依頼した。B 票の対象となる教員は、本務教員については原則と

























   主査   稲永由紀（筑波大学） 
   メンバー 川俣美佐子（福岡女子短期大学） 
        張琳（九州大学大学院生） 
        長谷川祐介（大分大学） 
        村澤昌崇（広島大学） 




 調査の実施は、2011 年 1 月に全短期大学・全専門学校に調査依頼および A 票調査票、お
























表 2-2 教員調査（機関票・個人票）の回収状況 
 
（3）機関調査データの概要 





































   
 
 
表 2-3 短大・専門学校の代表的な学科の専門分野構成（A 票－EQ 教育訓練分野分類） 
 
 







0 普通・一般教育プログラム 8.2 0.5
1 人文学、芸術、デザイン 10.8 5.3
2 社会科学、ビジネス、法律 10.1 5.6
3 教育・社会福祉 44.3 10.6
4 生命科学、理学、コンピュータ 1.3 4.8
5 工学、建築、環境 3.8 10.9
6 農業、農学、食品加工・製造、獣医・畜産 0.0 4.6
7 医療・保健 11.4 40.1
8 家政学・服飾 8.2 7.7
9 サービス 1.3 8.0
10 その他 0.6 0.2











短大本務 47.9 52.1 100.0 1,010
短大兼務 44.1 55.9 100.0 227
専門学校本務 41.5 58.5 100.0 1,674
専門学校兼務 45.9 54.1 100.0 410
合計 44.1 55.9 100.0 3,321
（4）個人調査データの概要 

















54.4％は 50 歳以上であり、さらに 60 歳以上が全体の 26.7％を占めている。これに対して、




ここで平均年齢を算出すると、短大では本務教員が 50.5 歳（標準偏差 11.2）、兼務教員
が 49.4 歳（11.0）であるのに対して、専門学校では本務教員 43.5 歳（9.6）、兼務教員 45.5
歳（11.1）となっている。 















こでも専門分野の分類は、吉本編（2016）による EQ 教育訓練分野大分類（11 分野）を用
いている。 




























短大本務 短大兼務 専門学校本務 専門学校兼務 合計
0 普通・一般教育プログラム 2.0 6.8 1.8 1.3 2.2
1 人文学、芸術、デザイン 13.3 21.0 6.2 10.4 9.9
2 社会科学、ビジネス、法律 8.3 9.1 3.8 4.9 5.7
3 教育・社会福祉 30.0 26.9 5.6 8.6 14.9
4 生命科学、理学、コンピュータ 5.9 10.5 9.3 8.6 8.2
5 工学、建築、環境 7.2 3.2 12.5 10.9 10.0
6 農業、農学、食品加工・製造、獣医・畜産 3.7 0.9 6.8 6.0 5.3
7 医療・保健 7.6 5.9 36.4 34.5 25.2
8 家政学・服飾 17.6 12.3 7.0 8.1 10.7
9 サービス 0.6 0.5 6.0 3.6 3.7
10 その他 3.8 2.7 4.6 3.1 4.1
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
984 219 1,614 385 3,202
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短大本務 短大兼務 専門学校本務 専門学校兼務 合計
0 普通・一般教育プログラム 0.7 2.7 1.6 0.3 1.2
1 人文学、芸術、デザイン 18.7 24.5 6.9 10.7 12.2
2 社会科学、ビジネス、法律 9.6 12.3 4.2 6.7 6.8
3 教育・社会福祉 22.5 24.1 5.3 7.2 12.2
4 生命科学、理学、コンピュータ 10.6 10.0 10.1 10.7 10.3
5 工学、建築、環境 7.8 5.0 13.7 13.3 11.2
6 農業、農学、食品加工・製造、獣医・畜産 4.9 0.9 6.3 5.6 5.4
7 医療・保健 8.7 8.6 35.9 32.5 25.1
8 家政学・服飾 13.1 8.6 7.1 7.5 9.1
9 サービス 0.7 0.5 5.2 2.9 3.2
10 その他 2.7 2.7 3.6 2.7 3.1
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
970 220 1,560 375 3,125
 


















で調査時に使用するアクセスコード数を配分（1 学科の場合に配布数 15、以後配布数 90
まで増加配分）。専門学校については、学校基本調査 8 専門分野分類に応じて、調査時に
使用するアクセスコードを分野数×15 を各学校に配布。同一分野分類に属する学科数が



























































職員を合計しても 1校あたり 20 名以下であり、複数校を有する学校グループ以外では、平
均で 1大学あたり 500 名以上の本務教職員を有する大学のモデルに近づくことは想定しに
くいところである。 
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図 3-2 に示す通り、58.7％の短大で、本務教員の授業担当時間数は 6 割以上であると回
答している。この比率は専門学校では 50.4％にとどまっている。 
図 3-2 総授業時間数のうち本務教員担当比率（機関調査） 
 
他方で、本務教員の担当時間比率が 4 割未満であると回答し、多くを非常勤等の兼務教












短大 97 .4 25.2 31.6 15.5 3.2 155
専門学校 93 .6 27.9 5.4 20.0 2.7 409
短大 88 .5 7.7 78.2 8.3 5.8 156
専門学校 93 .6 11.3 25.5 3.9 4.2 408
短大 88 .4 9.7 83.9 20.0 9.0 155
専門学校 92 .9 10.7 27.8 10.2 1.7 410
短大 76 .9 12.8 58.3 54.5 12.2 156
専門学校 87 .2 10.8 18.2 26.8 10.3 406
短大 86 .6 21.0 56.1 22.3 9.6 157
専門学校 90 .6 15.9 15.9 12.9 2.2 403
短大 72 .0 8.3 86.0 15.3 6.4 157
専門学校 84 .0 9.8 35.9 10.6 2.5 407
短大 85 .9 7.1 89.7 10.9 12.2 156
























表 3-2 では、各機関で必要とされている教員に必要とされる学修経歴を調べた。 
 















短大 0.7 7.4 11.1 80.7 100.0
専門学校 5.1 11.5 12.3 71.0 100.0
短大 0.7 7.4 11.1 80.7 100.0
専門学校 5.1 11.5 12.3 71.0 100.0
短大 56.3 25.2 12.6 5.9 100.0
専門学校 9.4 39.4 31.6 19.6 100.0
短大 33.3 38.5 24.4 3.7 100.0
専門学校 1.1 20.6 32.4 45.8 100.0
短大 11.1 26.7 49.6 12.6 100.0




























のかを尋ねた。。年齢構成を考慮している(5 段階評価のうち、5 と 4 を合わせたものである)
短大は約 7 割、専門学校は約 5 割である。専門学校より、短大は教員集団の年齢構成をよ















短大 13.3 48.1 35.6 3.0 100.0
専門学校 9.1 24.9 42.9 23.1 100.0
短大 3.0 45.9 21.5 29.6 100.0
専門学校 40.5 23.3 19.3 16.9 100.0
短大 14.1 53.3 17.0 15.6 100.0
専門学校 60.6 25.5 8.8 5.1 100.0
短大 56.3 25.9 14.8 3.0 100.0
専門学校 1.3 12.9 49.6 36.2 100.0
短大 17.8 62.2 12.6 7.4 100.0
専門学校 35.9 28.7 27.9 7.5 100.0
短大 1.5 17.0 50.4 31.1 100.0
専門学校 0.0 5.6 36.5 57.9 100.0
短大 9.6 13.3 23.7 53.3 100.0
















































































































































































































































































































































































2.6 17.0 5.8 15.4 1.3 0.8
92.3
72.7















答が約 6 割を占めている。 
 
 

























   
 
 































ると、短大で週あたり 29.3 時間、専門学校では 32.8 時間である。また、専門学校教員は
短大教員より、授業以外の各種指導にも時間をかけている傾向がみられる。一方、研究活




   
 
 
曜までの 5 日間，仕事をしていたとしても，その中で研究に費やしている時間は 1 日あた
り 30 分程度となっている。ただし、2007 年に大学教員を対象に実施された別の調査では、
日本の大学教員が教育活動にかける週あたりの時間は平均 20.2 時間、研究活動にかける時
間は 16.7 時間となっており（長谷川 2008）、短大教員と専門学校教員は、大学教員と比較
した場合、教育活動時間が長く、研究活動時間が短い。 
 

























授業時間 11.8 6.9 13.9 8.7
授業準備時間 10.2 6.1 10.0 6.3
小計 22.0 13.0 23.9 15.0
授業以外の資格検定
等の指導時間 1.9 0.9 2.9 1.3
部活動等の指導時間 0.7 0.6 0.4 0.4
進路就職に関する業
務の時間 2.3 0.6 2.9 1.3
学生生活全般の指導
時間 2.4 0.6 2.7 1.2
小計 7.3 2.7 8.9 4.2
研究活動 研究時間 6.7 6.9 2.5 4.5
管理運営 管理運営に関する時間 6.6 2.3 6.8 2.7











   
 
 
表 4-2 出身専門分野別の労働時間平均値（短大，専門学校別） 
短大 専門学校



















普通・一般教育プログラム 23.3 2.5 3.0 34.0 2.3 11.4
人文学、芸術、デザイン 24.4 8.8 5.4 26.8 4.0 6.5
社会科学、ビジネス、法律 23.9 6.2 5.5 29.5 2.2 7.4




学、コンピュータ 26.1 6.3 8.0 33.3 2.2 6.2
工学、建築、
環





28.7 8.9 6.7 32.8 2.6 5.4
医療・保健 26.5 8.2 5.1 27.4 2.9 5.5
家政学・服飾 28.6 5.4 5.5 31.9 3.5 3.9
サービス 29.1 3.9 3.6 35.0 2.5 6.1
その他 26.5 6.7 6.2 31.9 2.8 6.6  
表注：数値の単位は時間。週間教育活動の時間は，週間授業時間から週間学生生活全般の指導時間の合計。 
 




































本務 29.2 6.7 6.6 32.8 2.5 6.8
兼務 15.7 6.9 2.3 19.1 4.5 2.7
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表 4-4 教員タイプ別の労働時間平均値（短大，専門学校別） 
短大 専門学校



















学術・職業 27.8 7.1 6.0 27.8 3.7 5.5
職業 22.5 5.3 3.4 29.2 2.7 5.4
学術 27.4 7.9 6.9 31.3 4.5 7.3


















をもとにκ係数（カッパ係数）を算出した。κ係数は－1 ≦ κ ≦ 1 となり，数値が 1
に近いほど２つの変数間の関連が高いと解釈することができる。算出した結果，短大のκ




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































普通・一般教育プログラム 46.2% 53.8% 66.7% 33.3%
人文学、芸術、デザイン 54.8% 45.2% 73.7% 26.3%
社会科学、ビジネス、法律 49.1% 50.9% 55.7% 44.3%




学、コンピュータ 49.5% 50.5% 55.6% 44.4%
工学、建築、
環





67.4% 32.6% 59.3% 40.7%
医療・保健 66.3% 33.7% 68.6% 31.4%
家政学・服飾 57.8% 42.2% 82.0% 18.0%
サービス 28.6% 71.4% 78.8% 21.2%
その他 64.3% 35.7% 63.3% 36.7%















本務 52.8% 47.2% 64.6% 35.4%
兼務 74.6% 25.4% 77.7% 22.3%















学術・職業 57.8% 42.2% 74.4% 25.6%
職業 72.4% 27.6% 67.7% 32.3%
学術 52.1% 47.9% 58.7% 41.3%
その他 57.6% 42.4% 68.5% 31.5%
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短大 3.1 3.1 3.5
専門学校 5.2 3.4 7.3
短大 専門学校













普通・一般教育プログラム 3.5 3.8 1.0 9.3 5.1 5.4
人文学、芸術、デザイン 2.8 4.4 1.7 5.7 4.8 6.2
社会科学、ビジネス、法律 3.8 2.4 0.4 8.8 2.9 3.5




学、コンピュータ 3.1 3.4 2.2 7.5 4.4 6.3
工学、建築、
環





2.5 1.9 5.1 3.2 2.7 9.5
医療・保健 2.9 1.6 6.8 3.6 2.1 6.3
家政学・服飾 2.7 2.3 4.7 6.0 4.7 8.3
サービス 4.8 2.3 2.7 5.4 6.0 13.9
その他 2.3 3.1 2.2 4.9 3.8 9.4
短大 専門学校













本務 3.3 3.3 3.8 5.5 3.5 7.8
兼務 2.3 2.1 1.8 4.0 2.9 5.1
短大 専門学校













学術・職業 3.3 3.0 3.6 5.0 2.9 4.0
職業 2.8 3.3 3.6 4.9 3.6 7.2
学術 3.3 3.2 2.7 5.3 2.6 4.6
その他 2.6 3.0 5.3 5.5 3.6 8.4
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基礎と応用・先端 短大 65.6% 29.6% 4.9%
*** 専門学校 55.0% 36.3% 8.6%
専門的な科目が多い どちらも同じくらい 一般教養的な科目が多い
専門と一般・教養 短大 64.3% 18.2% 17.5%
*** 専門学校 75.7% 17.3% 7.0%
職業実践的な科目が多い どちらも同じくらい 学術理論的な科目が多い
職業と学術 短大 53.7% 30.1% 16.2%
*** 専門学校 63.1% 27.9% 9.0%
学内で行う科目が多い どちらも同じくらい 学外で行う科目が多い
学内と学外 短大 92.5% 5.9% 1.6%
*** 専門学校 85.4% 11.2% 3.3%
− 42 −
 
   
 
 









知識技能と態度価値観 短大 35.1% 58.6% 6.2%










授業の力点反復学習訓練と熟考 短大 28.9% 50.7% 20.4%







授業の力点学外資源の利用 短大 4.7% 39.8% 55.5%










してみると，専門学校の平均値が 4.06 であるのに対して，短大は 4.19 であった（p<0.001）。
短大の方が授業スキル改善のための研究活動に積極的であった。 
次に順位が高かった項目は「研究動向の最新情報収集」であった。短大は平均値が 3.83
で第 2 位であった。しかし専門学校は平均値が 3.71 で第 3 位であった。代わりに専門学校
の第 2 位は「現場情報の収集」で，専門学校の平均値は 3.78 であった。 
 
表 4-10 研究活動への取り組み平均値（機関別） 
表注：数値は平均値（とてもあてはまる＝５～まったくあてはまらない＝１） 
授業スキルの改善のための努力 4.19 1位 4.06 1位 ***
研究動向の最新情報収集 3.83 2位 3.71 3位 ***
現場情報の収集 3.66 3位 3.78 2位 ***
研究のための校費が用意されている 3.09 4位 2.11 6位 ***
授業に関係のない研究活動のための時間がある 2.82 5位 2.40 5位 ***




   
 
 
表 4-11 研究活動への取り組み平均値（分野，本務兼務，教員タイプ別） 
普通・一般教育プログラム 3.23 3.95 *** 普通・一般教育プログラム 2.62 *** 2.70 ***
人文学、芸術、デザイン 3.94 3.92 人文学、芸術、デザイン 3.12 2.79
社会科学、ビジネス、法律 3.89 3.72 社会科学、ビジネス、法律 3.20 2.61























医療・保健 3.99 3.59 医療・保健 2.65 2.24
家政学・服飾 3.79 3.81 家政学・服飾 2.57 2.55
サービス 4.14 3.86 サービス 2.00 2.55
その他 3.68 3.62 その他 2.57 2.32
普通・一般教育プログラム 3.62 *** 4.20 *** 普通・一般教育プログラム 2.77 *** 2.85 ***
人文学、芸術、デザイン 3.57 4.07 人文学、芸術、デザイン 3.14 2.82
社会科学、ビジネス、法律 3.78 3.91 社会科学、ビジネス、法律 2.75 2.41























医療・保健 3.69 3.62 医療・保健 2.59 2.52
家政学・服飾 3.71 3.78 家政学・服飾 2.63 3.07
サービス 4.00 4.05 サービス 3.14 2.95
その他 3.36 3.63 その他 2.50 2.98
普通・一般教育プログラム 4.08 4.10 *** 普通・一般教育プログラム 2.77 2.35
人文学、芸術、デザイン 4.32 4.23 人文学、芸術、デザイン 3.10 2.19
社会科学、ビジネス、法律 4.27 4.22 社会科学、ビジネス、法律 3.27 2.27























医療・保健 4.18 3.97 医療・保健 3.27 2.05
家政学・服飾 4.20 4.08 家政学・服飾 3.10 2.35
サービス 3.86 4.31 サービス 3.86 2.29
その他 4.21 3.90 その他 2.86 2.07
本務 3.77 *** 3.66 *** 本務 2.79 2.33 ***
兼務 4.11 3.90 兼務 2.96 2.72
本務 3.71 *** 3.83 *** 本務 2.77 2.71
兼務 3.39 3.58 兼務 2.82 2.75
本務 4.18 4.06 本務 3.27 *** 2.13
兼務 4.26 4.09 兼務 2.23 2.02
学術・職業 3.89 * 3.96 ** 学術・職業 2.85 2.80 ***
職業 4.02 3.74 職業 2.63 2.32
学術 3.81 3.75 学術 2.88 2.60
その他 3.71 3.66 その他 2.74 2.36
学術・職業 3.86 ** 3.90 学術・職業 2.77 ** 2.88 **
職業 3.65 3.82 職業 2.98 2.66
学術 3.66 3.67 学術 2.67 2.51
その他 3.48 3.76 その他 2.96 2.79
学術・職業 4.19 4.15 学術・職業 3.21 2.13
職業 4.17 4.04 職業 2.98 2.09
学術 4.22 4.08 学術 3.09 2.01
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第４章 付表１ 担当授業科目の内容（分野，本務兼務，教員タイプ別） 




と先端 基礎的 同じくらい 応
用
先端的 基礎的 同じくらい 応
用
先端的
普通・一般教育プログラム 72.7% 9.1% 18.2% 57.9% 36.8% 5.3%
人文学、芸術、デザイン 71.1% 26.9% 2.0% 52.3% 36.7% 10.9%
社会科学、ビジネス、法律 73.5% 20.6% 5.9% 58.3% 35.7% 6.0%




学、コンピュータ 77.3% 20.0% 2.7% 44.8% 42.5% 12.7%
工学、建築、
環





53.3% 40.0% 6.7% 58.3% 33.3% 8.3%
医療・保健 45.7% 42.0% 12.3% 57.9% 33.2% 9.0%
家政学・服飾 55.6% 37.6% 6.8% 52.5% 39.0% 8.5%
サービス 85.7% 14.3% 49.4% 44.4% 6.2%
その他 59.1% 31.8% 9.1% 63.2% 31.6% 5.3%
短大 *** 専門学校 ***
専門と一般と教養 専門的 同じくらい 一般教養的 専門的 同じくらい 一般教養的
普通・一般教育プログラム 16.7% 16.7% 66.7% 5.3% 31.6% 63.2%
人文学、芸術、デザイン 50.0% 25.5% 24.5% 63.8% 20.8% 15.4%
社会科学、ビジネス、法律 49.1% 27.4% 23.6% 58.1% 17.4% 24.4%




学、コンピュータ 32.1% 22.9% 45.0% 62.8% 27.8% 9.4%
工学、建築、
環





88.6% 11.4% 83.5% 11.9% 4.6%
医療・保健 90.8% 4.6% 4.6% 87.8% 10.8% 1.4%
家政学・服飾 85.2% 11.5% 3.3% 79.5% 16.5% 3.9%
サービス 57.1% 42.9% 74.4% 24.4% 1.2%
その他 71.4% 7.1% 21.4% 71.2% 13.6% 15.3%
短大 * 専門学校
職業と学術 職業実践的 同じくらい 学術
理
論的 職業実践的 同じくらい 学術
理
論的
普通・一般教育プログラム 66.7% 16.7% 16.7% 55.6% 33.3% 11.1%
人文学、芸術、デザイン 45.7% 30.7% 23.6% 58.1% 31.8% 10.1%
社会科学、ビジネス、法律 44.7% 34.0% 21.4% 68.3% 20.7% 11.0%




学、コンピュータ 52.3% 26.6% 21.1% 59.5% 32.9% 7.5%
工学、建築、
環





37.8% 40.0% 22.2% 73.1% 19.4% 7.4%
医療・保健 61.6% 29.1% 9.3% 63.2% 26.8% 10.0%
家政学・服飾 55.6% 28.2% 16.2% 63.6% 28.8% 7.6%
サービス 85.7% 14.3% 65.9% 29.4% 4.7%




と先端 基礎的 同じくらい 応
用
先端的 基礎的 同じくらい 応
用
先端的
本務 66.3% 29.6% 4.1% 54.7% 36.6% 8.6%
兼務 62.3% 29.3% 8.4% 56.3% 35.1% 8.6%
短大 ** 専門学校
専門と一般と教養 専門的 同じくらい 一般教養的 専門的 同じくらい 一般教養的
本務 65.6% 18.5% 15.8% 76.3% 17.0% 6.7%
兼務 58.2% 16.5% 25.3% 73.3% 18.3% 8.3%
短大 * 専門学校 ***
専門と一般と教養 専門的 同じくらい 一般教養的 専門的 同じくらい 一般教養的
学術・職業 71.1% 17.3% 11.7% 82.4% 13.6% 4.0%
職業 65.2% 18.8% 16.1% 82.3% 13.9% 3.8%
学術 59.9% 18.2% 21.9% 65.9% 22.4% 11.7%
その他 70.1% 16.5% 13.4% 72.5% 18.9% 8.5%
短大 *** 専門学校 ***
職業と学術 職業実践的 同じくらい 学術
理
論的 職業実践的 同じくらい 学術
理
論的
学術・職業 56.2% 29.9% 13.9% 59.2% 29.6% 11.2%
職業 78.1% 21.1% 0.9% 69.5% 25.4% 5.1%
学術 42.9% 34.0% 23.1% 49.7% 28.7% 21.5%
その他 66.1% 25.0% 8.9% 63.6% 28.3% 8.1%
− 46 −
 
   
 
 
第４章 付表２ 授業の力点（分野，本務兼務，教員タイプ別） 












普通・一般教育プログラム 23.1% 53.8% 23.1% 30.0% 60.0% 10.0%
人文学、芸術、デザイン 32.5% 58.9% 8.6% 47.8% 46.3% 6.0%
社会科学、ビジネス、法律 38.5% 57.8% 3.7% 46.0% 43.7% 10.3%




学、コンピュータ 53.2% 45.0% 1.8% 50.3% 46.4% 3.3%
工学、建築、
環





45.7% 52.2% 2.2% 53.5% 43.0% 3.5%
医療・保健 32.6% 62.0% 5.4% 32.4% 62.1% 5.5%
家政学・服飾 39.4% 58.3% 2.4% 40.3% 56.6% 3.1%
サービス 57.1% 28.6% 14.3% 29.1% 64.0% 7.0%
その他 21.4% 75.0% 3.6% 28.3% 60.0% 11.7%












普通・一般教育プログラム 46.2% 15.4% 38.5% 38.9% 55.6% 5.6%
人文学、芸術、デザイン 36.8% 44.5% 18.7% 37.3% 44.0% 18.7%
社会科学、ビジネス、法律 17.8% 56.1% 26.2% 46.5% 39.5% 14.0%




学、コンピュータ 34.9% 50.5% 14.7% 35.0% 51.4% 13.7%
工学、建築、
環





37.0% 43.5% 19.6% 41.4% 45.0% 13.5%
医療・保健 34.1% 54.9% 11.0% 32.9% 52.6% 14.5%
家政学・服飾 32.5% 49.2% 18.3% 38.6% 48.8% 12.6%
サービス 28.6% 42.9% 28.6% 58.3% 34.5% 7.1%
その他 19.2% 50.0% 30.8% 21.1% 54.4% 24.6%














普通・一般教育プログラム 7.7% 23.1% 69.2% 68.4% 31.6%
人文学、芸術、デザイン 2.9% 37.0% 60.1% 3.0% 61.7% 35.3%
社会科学、ビジネス、法律 2.8% 37.6% 59.6% 3.4% 40.2% 56.3%




学、コンピュータ 3.7% 26.6% 69.7% 6.7% 35.8% 57.5%
工学、建築、
環





4.3% 52.2% 43.5% 8.1% 64.9% 27.0%
医療・保健 16.3% 41.3% 42.4% 6.8% 53.7% 39.6%
家政学・服飾 4.0% 45.6% 50.4% 5.5% 61.4% 33.1%
サービス 71.4% 28.6% 7.2% 54.2% 38.6%













本務 35.5% 58.2% 6.3% 37.3% 57.2% 5.5%
兼務 33.3% 60.8% 5.9% 45.5% 48.7% 5.8%












本務 28.7% 52.2% 19.0% 36.8% 49.7% 13.5%
兼務 29.6% 43.7% 26.6% 33.1% 47.0% 19.9%














本務 5.4% 42.1% 52.5% 6.6% 53.9% 39.5%
兼務 2.0% 29.4% 68.7% 4.9% 43.8% 51.4%












学術・職業 21.6% 56.3% 22.1% 28.0% 52.3% 19.7%
職業 38.2% 44.7% 17.1% 33.5% 49.3% 17.2%
学術 26.4% 51.6% 22.0% 38.4% 42.7% 19.0%
その他 36.8% 48.2% 15.0% 38.7% 49.8% 11.5%














学術・職業 5.0% 47.7% 47.2% 11.4% 56.1% 32.6%
職業 4.9% 30.9% 64.2% 7.1% 53.6% 39.3%
学術 3.5% 42.0% 54.5% 2.8% 49.8% 47.4%




   
 
 


















































使用データについては、第 2 章で触れたとおりである。 
 
３．教員の勤続年数：サンプルの基本属性として 




図 5-1 を見ると、10 年以上勤務している本務教員は短大で約 5 割、専門学校で約 4 割であ
る。一方、勤続年数 4 年以下の本務教員も、短大、専門学校ともに 3 割強いる。兼務教員
との比較でみると、短大の場合、勤続 4 年以下の教員が半数を占めており、本務教員のそ
れより割合は高いが、専門学校の場合、本務教員と兼務教員の勤務年数にあまり差がない。
表には示していないが、平均勤続年数は、短大本務教員 13.3 年、専門学校本務教員 9.9 年、
− 50 −
 
   
 
 






























   
 
 
図 5-2 学習経験レベル（個人調査／本務教員） 
 
 a) 高等教育機関での教員経験      b)  a)以外の職業経験 
設問：あなたの、現在の勤務校での教育に直接関連する職業経歴は何年ですか。それはどのようなものですか。 
図 5-3 現在の勤務校の教育に直結した勤務校以外の職業経験（個人調査） 
 
まず、図 5-2 から採用時の学習経験レベルをみると、修士レベル以上の学習経験を持つ


















験をもち、5 年以上の経験を持つ者も 4 割いることが分かった。教員以外で、専門分野に
直結する職業経験をもっている短大本務教員は約 4 割で、そのうち 5 年以上の経験を持つ
ものは全体の約 2 割である。これに対して、専門学校教員の場合、本務・兼務とも、勤務
校以外の教育経験を持つものは短期大学教員ほど高くないが、教員以外の専門直結の職業
経験は 7 割近くが持っており、そのうち、5 年以上の経験を持つ者も全体の半数近くいる。
これは短期大学教員よりも高い割合であり、2 つの学校の教員経歴の特徴は異なっており、
前節で確認した機関としての採用要件の違いをほぼ反映したものになっている。 
図 5-4 学習・職業経歴からみた教員のタイプ（個人調査） 
 













































   
 
 













































表 6-1 短大と専門学校が教員に求める能力の比較（機関調査 A 票） 
 
必要性が高い能力として共通に理解されているのが、「学習指導の技量」であり、短大で


















d学習指導の技量 4.47 .62 ＜ 4.59 .54
a専門に関わる理論的知識 4.45 .68 ＜ 4.60 .60
h教職員間で協働する力 4.27 .70 ＜ 4.45 .68
e精神面で学生を支援する力 4.14 .67 ＜ 4.39 .64
b専門に関わる最先端の知識・技能 4.08 .72 ＜ 4.33 .71
c専門に関わる、卓越した職業実務能力 3.95 .73 ＜ 4.25 .76
f研究能力 3.85 .74 ＞ 3.36 .86
g教育に関わる革新的なアイディアや企画を提案する力 3.82 .76 3.73 .85
j地域、業界、職業の学外関係者と協働する力 3.75 .72 3.63 .84













































専門に関わる理論的知識 4.45 4.19 4.30 4.60 4.48 4.46
専門に関わる最先端の知識・技能 4.08 3.89 4.07 4.33 4.25 4.23
専門に関わる、卓越した職業実務能力 3.95 3.65 3.73 4.26 4.12 4.02
学習指導の技量 4.47 4.35 4.34 4.58 4.46 4.29
精神面で学生を支援する力 4.14 4.34 3.90 4.39 4.45 3.94
研究能力 3.85 3.34 3.15 3.37 3.26 3.06
教育に関わる革新的なアイディアや企画を提案する力 3.82 3.72 3.25 3.73 3.74 3.44
教職員間で協働する力 4.28 4.10 3.31 4.45 4.25 3.69
学校経営に参画する力 3.54 3.32 2.31 3.52 3.43 2.64


















































































0 普通・一般教育プログラム 3.76 3.71 3.47 4.59 4.65 3.12 3.82 4.35 3.59 3.76
1 人文学、芸術、デザイン 4.17 3.71 3.54 4.40 4.34 3.61 3.81 4.07 3.36 3.49
2 社会科学、ビジネス、法律 4.13 3.83 3.54 4.23 4.25 3.33 3.83 4.00 3.43 3.83
3 教育・社会福祉 4.24 4.02 3.76 4.37 4.46 3.32 3.68 4.19 3.34 3.70
4 生命科学、理学、コンピュータ 3.98 3.65 3.28 4.41 4.16 2.93 3.77 4.07 3.51 3.67
5 工学、建築、環境 4.23 3.92 3.82 4.30 3.98 2.79 3.49 3.69 3.10 3.13
6 農業、農学、食品加工・製造、獣医・畜産 4.28 3.97 3.50 4.28 4.16 3.34 3.44 4.00 3.03 3.31
7 医療・保健 4.45 4.00 3.80 4.37 4.38 3.78 3.78 4.13 3.37 3.64
8 家政学・服飾 4.21 3.85 3.59 4.35 4.38 3.39 3.78 4.19 3.28 3.65
9 サービス 3.25 4.00 3.75 4.50 4.50 1.75 3.00 4.00 3.00 3.50
0 普通・一般教育プログラム 4.00 3.75 3.75 4.21 4.46 3.21 3.74 4.17 3.54 3.83
1 人文学、芸術、デザイン 4.34 4.16 3.97 4.42 4.47 3.24 3.90 4.24 3.55 3.70
2 社会科学、ビジネス、法律 4.20 4.11 3.80 4.33 4.40 3.25 3.64 4.22 3.49 3.35
3 教育・社会福祉 4.41 4.31 4.09 4.40 4.40 3.40 3.71 4.40 3.82 4.04
4 生命科学、理学、コンピュータ 4.37 4.15 3.79 4.52 4.48 2.98 3.72 4.17 3.18 3.30
5 工学、建築、環境 4.56 4.25 4.23 4.54 4.40 3.01 3.63 4.15 3.32 3.35
6 農業、農学、食品加工・製造、獣医・畜産 4.39 4.05 4.11 4.23 4.20 3.06 3.39 3.92 3.13 3.62
7 医療・保健 4.58 4.34 4.22 4.52 4.49 3.27 3.77 4.33 3.43 3.67
8 家政学・服飾 4.58 4.38 4.25 4.48 4.47 3.74 3.98 4.28 3.40 3.80











































専門に関わる理論的知識 3.12 3.73 0.61 2.83 3.56 0.73
専門に関わる最先端の知識・技能 3.12 3.58 0.46 2.88 3.43 0.55
専門に関わる、卓越した職業実務能力 2.97 3.42 0.45 2.86 3.39 0.53
学習指導の技量 2.95 3.79 0.84 2.56 3.56 1.00
精神面で学生を支援する力 3.01 3.81 0.80 2.66 3.56 0.90
研究能力 2.96 3.28 0.32 2.57 2.97 0.40
教育に関わる革新的なアイディアや企画を提案する力 2.80 3.38 0.58 2.55 3.18 0.63
教職員間で協働する力 3.07 3.64 0.57 2.91 3.52 0.61
学校経営に参画する力 2.51 3.09 0.58 2.36 2.97 0.61




























































専門に関わる理論的知識 21.8 6.4 15.4 34.3 9.8 24.5
研究能力 28.9 23.6 5.3 44.6 30.7 13.9
専門に関わる卓越した実務能力 26.9 13.3 13.6 30.6 14.3 16.3
学習指導の技量 28.4 5.6 22.8 47.9 10.4 37.5













































本務 17.4 58.1 24.4 100.0 86
兼務 14.3 71.4 14.3 100.0 14
本務 17.9 57.2 24.9 100.0 615
兼務 14.4 62.6 23.0 100.0 139
本務 28.8 60.3 11.0 100.0 73
兼務 15.4 76.9 7.7 100.0 13
本務 23.1 58.0 19.0 100.0 1123
























   
 
 





































   
 
 


















表 7-1 学協会などへの参加（機関別） 





















自分の専門分野に関する学術的な団体学協会 短大 34.7% 32.0% 23.4% 9.9%
*** 専門学校 10.7% 18.6% 22.2% 48.5%
自分の専門分野に関する職業的な団体学協会 短大 16.2% 29.3% 23.4% 31.1%
*** 専門学校 8.3% 20.3% 22.0% 49.5%
自分の保有する専門資格に関する団体学協会 短大 11.0% 22.4% 21.9% 44.7%
** 専門学校 7.4% 20.1% 23.8% 48.7%
短大 4.2% 15.7% 16.7% 63.5%
専門学校 5.8% 15.9% 18.0% 60.3%
勤務校で実施されたさまざまの専門的な研究会 短大 7.9% 27.8% 17.0% 47.3%









































普通・一般教育プログラム 8.3% 8.3% 41.7% 41.7% *** 4.5% 18.2% 77.3% ***
人文学、芸術、デザイン 33.0% 34.6% 19.1% 13.3% 7.1% 9.8% 13.4% 69.6%
社会科学、ビジネス、法律 33.7% 33.7% 28.4% 4.2% 4.1% 12.3% 12.3% 71.2%
教育・社会福祉 38.0% 40.4% 14.9% 6.7% 13.1% 13.1% 39.3% 34.5%
生命科学、理学、コンピュータ 31.9% 25.5% 29.8% 12.8% 4.7% 8.0% 16.0% 71.3%
工学、建築、環境 29.6% 15.5% 38.0% 16.9% 5.5% 11.5% 22.5% 60.5%
農業、農学、食品加工・製造、獣医・畜産 39.5% 27.9% 16.3% 16.3% 5.9% 12.7% 32.4% 49.0%
医療・保健 45.2% 37.0% 15.1% 2.7% 20.3% 30.5% 24.0% 25.2%
家政学・服飾 32.2% 30.4% 31.3% 6.1% 6.3% 11.6% 21.4% 60.7%
サービス 14.3% 57.1% 14.3% 14.3% 4.2% 23.9% 11.3% 60.6%
その他 40.9% 22.7% 22.7% 13.6% 1.9% 7.5% 28.3% 62.3%
普通・一般教育プログラム 33.3% 66.7% *** 9.1% 9.1% 81.8% ***
人文学、芸術、デザイン 19.1% 25.1% 19.1% 36.6% 7.1% 12.5% 9.8% 70.5%
社会科学、ビジネス、法律 5.4% 41.3% 20.7% 32.6% 2.7% 8.2% 15.1% 74.0%
教育・社会福祉 19.4% 41.3% 20.4% 18.9% 8.2% 18.8% 28.2% 44.7%
生命科学、理学、コンピュータ 6.6% 18.7% 23.1% 51.6% 2.0% 10.8% 12.2% 75.0%
工学、建築、環境 15.7% 7.1% 35.7% 41.4% 3.5% 11.1% 20.1% 65.3%
農業、農学、食品加工・製造、獣医・畜産 19.0% 28.6% 11.9% 40.5% 3.9% 17.6% 27.5% 51.0%
医療・保健 31.0% 43.7% 16.9% 8.5% 15.9% 31.8% 31.6% 20.8%
家政学・服飾 13.3% 22.1% 32.7% 31.9% 5.3% 15.9% 16.8% 61.9%
サービス 14.3% 28.6% 42.9% 14.3% 5.6% 23.9% 14.1% 56.3%
その他 17.4% 26.1% 34.8% 21.7% 3.8% 17.0% 17.0% 62.3%
普通・一般教育プログラム 8.3% 25.0% 66.7% *** 13.6% 18.2% 68.2% ***
人文学、芸術、デザイン 6.6% 12.2% 13.8% 67.4% 2.7% 9.8% 8.9% 78.6%
社会科学、ビジネス、法律 6.5% 16.1% 24.7% 52.7% 1.4% 8.7% 17.4% 72.5%
教育・社会福祉 14.1% 30.7% 23.4% 31.7% 3.6% 19.0% 38.1% 39.3%
生命科学、理学、コンピュータ 4.3% 10.6% 18.1% 67.0% 0.7% 7.4% 18.8% 73.2%
工学、建築、環境 8.7% 14.5% 26.1% 50.7% 4.0% 12.1% 21.2% 62.6%
農業、農学、食品加工・製造、獣医・畜産 7.3% 14.6% 31.7% 46.3% 3.0% 12.9% 23.8% 60.4%
医療・保健 25.4% 43.7% 18.3% 12.7% 15.7% 32.8% 32.8% 18.7%
家政学・服飾 14.0% 31.6% 29.8% 24.6% 5.4% 11.6% 13.4% 69.6%
サービス 16.7% 33.3% 16.7% 33.3% 4.2% 29.2% 16.7% 50.0%
その他 13.0% 21.7% 21.7% 43.5% 5.8% 7.7% 28.8% 57.7%
普通・一般教育プログラム 8.3% 8.3% 16.7% 66.7% *** 4.5% 9.1% 13.6% 72.7% ***
人文学、芸術、デザイン 1.1% 11.6% 12.2% 75.1% 1.8% 7.1% 10.7% 80.4%
社会科学、ビジネス、法律 3.2% 18.1% 13.8% 64.9% 2.7% 11.0% 19.2% 67.1%
教育・社会福祉 5.4% 23.4% 18.5% 52.7% 1.2% 15.5% 23.8% 59.5%
生命科学、理学、コンピュータ 4.3% 19.4% 11.8% 64.5% 1.3% 10.1% 16.8% 71.8%
工学、建築、環境 12.9% 11.4% 15.7% 60.0% 4.5% 11.1% 10.6% 73.7%
農業、農学、食品加工・製造、獣医・畜産 2.4% 16.7% 26.2% 54.8% 3.0% 5.1% 8.1% 83.8%
医療・保健 4.2% 19.7% 31.0% 45.1% 10.1% 22.9% 27.5% 39.5%
家政学・服飾 2.7% 8.9% 16.1% 72.3% 6.4% 12.7% 10.9% 70.0%
サービス 14.3% 85.7% 7.2% 29.0% 10.1% 53.6%
その他 4.5% 4.5% 9.1% 81.8% 5.8% 1.9% 19.2% 73.1%
普通・一般教育プログラム 25.0% 8.3% 66.7% 13.6% 22.7% 13.6% 50.0% ***
人文学、芸術、デザイン 7.7% 25.4% 15.5% 51.4% 6.5% 12.0% 11.1% 70.4%
社会科学、ビジネス、法律 10.9% 27.2% 16.3% 45.7% 5.5% 13.7% 13.7% 67.1%
教育・社会福祉 8.4% 27.1% 19.2% 45.3% 4.8% 21.7% 22.9% 50.6%
生命科学、理学、コンピュータ 9.9% 27.5% 11.0% 51.6% 2.7% 16.8% 14.8% 65.8%
工学、建築、環境 5.7% 25.7% 17.1% 51.4% 6.1% 13.3% 10.7% 69.9%
農業、農学、食品加工・製造、獣医・畜産 4.8% 33.3% 21.4% 40.5% 5.0% 20.0% 8.0% 67.0%
医療・保健 7.1% 40.0% 24.3% 28.6% 10.3% 31.4% 22.7% 35.6%
家政学・服飾 7.2% 27.0% 16.2% 49.5% 15.2% 22.3% 12.5% 50.0%
サービス 42.9% 42.9% 14.3% 5.7% 25.7% 11.4% 57.1%
























   
 
 










る理論的知識が第 1 位に，最先端の知識・技能が第 2 位になっていた。本章で着目したい




























本務 36.1% 32.5% 24.7% 6.7% *** 9.7% 18.5% 22.4% 49.4%
兼務 28.2% 29.9% 17.5% 24.3% 14.9% 19.0% 21.2% 44.9%
本務 17.0% 29.6% 23.8% 29.6% 7.5% 19.6% 22.5% 50.4% *
兼務 12.6% 28.0% 21.7% 37.7% 11.4% 23.0% 19.9% 45.7%
本務 10.8% 21.9% 23.6% 43.6% 6.7% 20.3% 23.7% 49.3%
兼務 11.6% 24.3% 14.5% 49.7% 10.2% 19.0% 24.1% 46.7%
本務 5.0% 18.4% 19.2% 57.4% *** 5.8% 17.1% 18.0% 59.1% *
兼務 0.6% 3.5% 5.8% 90.2% 5.8% 10.9% 17.9% 65.5%
本務 9.0% 31.4% 18.6% 41.0% *** 7.5% 23.9% 16.2% 52.4% **
兼務 3.5% 12.1% 9.8% 74.6% 8.9% 14.1% 15.3% 61.7%
学術・職業 37.1% 36.5% 23.6% 2.8% *** 30.2% 19.0% 25.0% 25.9% ***
職業 22.9% 28.0% 22.9% 26.3% 11.7% 19.1% 25.8% 43.4%
学術 42.0% 33.9% 20.9% 3.2% 19.1% 18.5% 32.0% 30.3%
その他 19.8% 26.6% 29.9% 23.7% 5.1% 18.2% 17.3% 59.4%
学術・職業 21.1% 37.1% 20.6% 21.1% ** 22.2% 22.2% 22.2% 33.3% ***
職業 18.8% 27.4% 20.5% 33.3% 8.6% 21.1% 25.9% 44.4%
学術 15.5% 28.9% 21.4% 34.1% 11.4% 20.0% 23.4% 45.1%
その他 9.8% 24.7% 32.8% 32.8% 5.1% 19.4% 19.0% 56.5%
学術・職業 13.3% 27.7% 24.9% 34.1% ** 20.0% 27.8% 23.5% 28.7% ***
職業 11.1% 29.1% 22.2% 37.6% 7.8% 18.9% 29.8% 43.5%
学術 11.1% 18.5% 18.7% 51.6% 11.5% 17.8% 22.4% 48.3%
その他 7.5% 23.0% 27.6% 42.0% 4.2% 20.2% 20.0% 55.6%
学術・職業 5.2% 18.5% 16.8% 59.5% 13.9% 9.6% 25.2% 51.3% ***
職業 6.8% 12.7% 14.4% 66.1% 5.8% 18.3% 22.8% 53.1%
学術 3.9% 15.9% 16.8% 63.4% 6.9% 11.4% 14.3% 67.4%
その他 2.3% 15.6% 16.8% 65.3% 4.3% 16.5% 14.7% 64.5%
学術・職業 10.4% 26.6% 15.6% 47.4% 13.2% 28.1% 16.7% 42.1% **
職業 9.6% 21.1% 17.5% 51.8% 6.9% 22.1% 20.7% 50.3%
学術 8.1% 30.1% 16.6% 45.2% 7.5% 17.8% 13.2% 61.5%























































専門に関わる理論的知識 3.86 1位 3.57 1位 ***
専門に関わる最先端的の知識・技能 3.82 2位 3.55 2位 ***
研究能力 3.30 3位 2.72 9位 ***
学習指導の技量 3.00 4位 3.09 3位
教育に関わる革新的なアイディアや企画を提案する力 2.97 5位 2.83 7位 **
地域業界職業の学外関係者と協働する力 2.96 6位 2.82 8位 **
精神面で学生を支援する力 2.85 7位 2.92 5位
専門に関わる卓越した職業実務能力 2.78 8位 2.97 4位 ***
教職員間で協働する力 2.76 9位 2.89 6位 *




   
 
 














































普通・一般教育プログラム 3.25 3.50 3.00 3.25 3.25 2.88 3.25 3.13 3.25 3.38
人文学、芸術、デザイン 3.80 3.70 2.71 3.01 2.77 3.45 2.92 2.64 2.26 2.84
社会科学、ビジネス、法律 3.81 3.79 2.52 2.79 2.63 3.27 2.80 2.49 2.27 2.98




学、コンピュータ 3.93 3.82 2.61 2.84 2.59 3.27 3.06 2.63 2.34 2.70
工学、建築、
環





3.81 3.81 2.95 2.95 2.73 3.30 2.86 2.81 2.38 3.05
医療・保健 4.07 4.00 3.00 3.06 3.07 3.23 2.90 2.87 2.39 3.01
家政学・服飾 3.86 3.89 2.80 3.03 2.74 3.24 2.82 2.90 2.19 3.12
サービス 3.57 3.86 3.14 3.43 3.29 2.86 3.29 2.86 2.14 3.43
その他 3.75 3.76 2.70 3.00 3.05 3.05 2.65 2.67 1.84 2.90
専門学校 *** *** *** *** *** ** * **
普通・一般教育プログラム 3.19 3.13 3.06 3.44 3.56 2.44 3.19 3.44 2.81 3.07
人文学、芸術、デザイン 3.23 3.08 2.73 3.08 3.15 2.87 2.90 2.75 2.53 2.87
社会科学、ビジネス、法律 3.20 2.98 2.73 3.04 2.80 2.44 2.63 2.57 2.41 2.76




学、コンピュータ 3.21 3.52 2.74 2.95 2.83 2.62 2.80 2.84 2.36 2.69
工学、建築、
環





3.48 3.49 2.71 2.59 2.47 2.63 2.54 2.51 2.29 2.74
医療・保健 3.78 3.71 3.08 3.21 2.97 2.70 2.84 2.93 2.42 2.81
家政学・服飾 3.56 3.68 3.19 3.21 3.17 3.11 3.16 3.09 2.59 3.01
サービス 3.84 3.63 3.27 3.39 2.98 2.73 2.85 3.04 2.57 2.86













































本務 3.85 3.80 2.77 3.03 2.87 3.31 2.98 2.81 2.36 2.97
兼務 3.89 3.93 2.82 2.88 2.73 3.28 2.92 2.53 2.06 2.90
専門学校 *** ** * * ***
本務 3.51 3.50 2.96 3.11 2.96 2.69 2.84 2.92 2.50 2.80












































短大 *** *** * ***
学術・職業 3.97 3.84 2.77 2.95 2.86 3.40 2.96 2.72 2.33 3.03
職業 3.65 3.66 3.03 3.19 2.99 3.01 2.92 2.78 2.44 3.10
学術 3.96 3.94 2.71 2.92 2.75 3.45 2.99 2.70 2.26 2.91
その他 3.57 3.59 2.82 3.16 2.99 3.01 2.94 2.93 2.35 2.99
専門学校 ** ** ** *** * *
学術・職業 3.85 3.85 3.25 3.21 2.87 3.31 3.09 2.83 2.42 3.02
職業 3.60 3.59 3.06 3.15 2.95 2.65 2.84 2.90 2.45 2.83
学術 3.72 3.62 2.82 2.93 2.82 3.11 2.85 2.63 2.25 2.68
その他 3.47 3.46 2.91 3.08 2.94 2.56 2.76 2.93 2.48 2.80
− 68 −
 









平均（3 年間）は，2007 年の調査で 9.15 であった（大膳 2008）。それに対して非大学型教
員の研究生産性は低いことが表 7-6 の結果からわかる。特に専門学校教員は，学術論文を
ほとんど生産しておらず，3 年間で平均 0.17 であった。専門学校に比べて短大の生産性は















執筆あるいは共著もしくは共編した教材テキスト 短大 0.79 0 72
*** 専門学校 0.34 0 55
新聞や一般雑誌への専門的記事 短大 0.93 0 100
*** 専門学校 0.36 0 78
公演会や展示会などの芸術活動ビデオや映画の制作 短大 1.83 0 100
*** 専門学校 0.57 0 100
公共利用のために開発されたコンピュータープログラム 短大 0.01 0 3
専門学校 0.06 0 52
技術あるいは発明について得られた特許権 短大 0.01 0 5
専門学校 0.01 0 5
研究費援助を受けた研究報告あるいはモノグラフ 短大 0.23 0 11
*** 専門学校 0.03 0 10
学会大会での論文提出を伴った発表 短大 1.19 0 70
*** 専門学校 0.26 0 30
執筆あるいは共著もしくは共編した学術書 短大 0.33 0 15
*** 専門学校 0.06 0 7
学術書あるいは学術雑誌に発表した論文 短大 1.27 0 50
*** 専門学校 0.17 0 20
専門的活動または研究活動のその他 短大 0.37 0 100
** 専門学校 0.11 0 70
− 69 −
 
   
 
 























学術書あるいは学術雑誌に発表した論文 平均値 最小値 最大値 平均値 最小値 最大値
分野 普通・一般教育プログラム 0.33 0 2 0.00 0 0 **
人文学、芸術、デザイン 1.27 0 50 0.01 0 1
社会科学、ビジネス、法律 1.38 0 12 0.05 0 4




学、コンピュータ 1.38 0 30 0.02 0 2
工学、建築、
環





1.71 0 20 0.15 0 8
医療・保健 1.90 0 15 0.35 0 10
家政学・服飾 1.22 0 30 0.12 0 14
サービス 0.57 0 3 0.00 0 0
その他 0.40 0 4 0.05 0 3
本務兼務 本務 1.38 0 50 * 0.15 0 20
兼務 0.78 0 12 0.24 0 10
教員タイプ 学術・職業 1.61 0 29 *** 0.99 0 20 ***
職業 0.35 0 13 0.07 0 10
学術 1.78 0 50 0.50 0 15
その他 0.35 0 8 0.03 0 5
− 70 −
 





Boyer, Ernest, L.（1990）Scholarship Reconsidered, The Carnegie Foundation for the Advancement 
of Teaching., (=1996, 有本章訳，『大学教授職の使命』玉川大学出版部。) 
大膳司（2008）「研究生産性」有本章編著『変貌する日本の大学教授職』玉川大学出版部，
pp. 245-262. 




































































5 とても満足している 2 3 2 1 まったく 満足していない
50.9 41.2
64.1 67.2





























































































































































1968 1971 1974 1977 1980 1983 1986 1989 1992 1995 1998 2001 2004 2007
国公短大 10 30 16 12 25 19 14 40 40 77 105 89 49 2
私立短大 7 30 12 21 24 0 17 32 15 22 29 23 20 1
国公短大 23 47 6 6 3 2 0 4 1 18 39 100 75 -
私立短大 4 6 3 5 9 0 1 10 8 14 14 16 9 -
国公短大 9 20 7 9 5 11 7 18 21 32 22 25 38 2




























現在勤務校継続の希望の年齢による差異をみると、図表 8-6 の通り、60 代以上の本務教
員では「現在の勤務校での仕事の継続したい」者が約 7 割あるのに対して、20 代の本務教
員では約 4 割である。次に他の学校種への転職については、40 代の教員でこうした希望が
強くなっており、大学への移動を通したキャリアアップの重要な時期として把握されてい
るとみることができる。これに対して 30 代以下や 50 代以上でこの比率はだんだん減って
いく。高等教育機関以外への転職や企業についての希望は年齢が若いほど高く、国家資格
等を用いた職業移動のチャンスを早くから意識している層があることを示すものである。 



























力」を加えた数値ではそれぞれ短大兼務教員 66%、専門学校兼務教員 67% となり、本務教
員としてより、現状の兼務教員のままでの協力体制を望んでいる意識がうかがえる。 
 




























































短大兼務本業フル 40.0 32.0 24.0 0.0 0.0 0.0 4.0 25
短大兼務本業パート 38.1 38.1 19.0 4.8 0.0 0.0 0.0 21
短大兼務副業フル 35.5 38.7 22.6 0.0 0.0 0.0 3.2 31
短大兼務副業パート 21.3 37.1 34.8 1.1 2.2 1.1 2.2 89
専門兼務本業フル 53.1 27.4 8.0 3.5 3.5 2.7 1.8 113
専門兼務本業パート 23.1 55.8 17.3 0.0 1.9 1.9 0.0 52
専門兼務副業フル 0.0 54.8 38.1 2.4 2.4 2.4 0.0 42















考－過去・現在・未来』COE 研究シリーズ 15，pp.97-110 
山野井敦徳（2005）「大学教員市場の流動性」『日本の大学教員市場再考－過去・現在・未
来』COE 研究シリーズ 15，pp.19-26 
山野井敦徳（2007）「流動性を規定する人事システム」『大学政策・人材養成及び流動性に
関する研究－研究システム班報告書』COE 研究シリーズ 25，pp.19-26 
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 図注：* p<.05 ** p<.01  *** p.<.001 

















   
 
 
図注：* p<.05 ** p<.01  *** p.<.001 





















   
 
 
図 9-1 職業領域との関係（機関調査・個人調査） 
 






















いる機関は、短大では 1 割強であるのに対し、専門学校では 2 割を超えている。ただし「ど














図 9-4 専門学校の「一条校化」について（機関調査・個人調査） 









































   
 
 


















































































































らかにする。本章では調査データのうち、A 票および B 票のうち本務教員分を使用する。 
− 93 −
 






査は国立大学を対象とした 20 年前の調査であり、先述した 2000 年代以降の急速な地域に
焦点をあてる高等教育改革以前の、かつ比較的学術型教育を担う教員を中心に地域への志
向性を明らかにしたデータとして、参照することが可能である。なお UC 研調査の有効サ
































































































図 10-3 セクターの在り方：地域との交流 
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「特定の産業 vs.幅広い産業」（図 10-5）、「特定の職業 vs.幅広い職業」（図 10-6）、「企業






















































図 10-7 セクターの志向性：特定企業・自治体の教育ニーズへの対応 
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等は、専門学校 36%に対し、短期大学は 19%に留まる。 
 

















a.大学院博士課程修了あるいは相当の経歴 11.4% 50.3% 25.5% 12.8% 100.0% 149
b.企業等での職業実務経験 28.2% 22.1% 46.3% 3.4% 100.0% 149





















a.大学院博士課程修了あるいは相当の経歴 57.3% 27.3% 14.6% 0.8% 100.0% 384
b.企業等での職業実務経験 17.4% 18.8% 23.4% 40.4% 100.0% 384




58.3% 36.2% 5.5% 0.0% 100.0% 384
− 100 −
 












































は 60.6％にとどまり、一定のギャップの存在もみえる(図 10-9)。 
 次に、職業実務性については、図 10-10 のように、専門に関する卓越した能力に加えて
職業実務経験を持つべきだという考え方のほうに肯定的な回答が機関で 70％、教員個人







図 10-9 これからの短期大学教員の在り方：研究活動 
 
図 10-10 これからの短期大学教員の在り方：職業実務経験 
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関する調査 概要（2012 年 3 月）」http://eq.kyushu-u.ac.jp/pdf/chousagaiyou.pdf (最終ア
クセス確認日 2016 年 11 月 7 日). 
黒羽亮一（1989）「戦前期からの大学立地政策の変遷－先行研究と官庁資料に見る－」『大
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Teaching Staff and Organization in Two Sectors of 
Non-university Higher Education in Japan 
 
Yuki INENAGA and Keiichi YOSHIMOTO 
 
The single-track model of the Japanese school system has paid little 
attention to vocational education and training.  However, a new type of tertiary 
education institutions emphasizing vocational education, so called professional 
universities and colleges, will be inaugurated in 2019 and existing sectors are 
also requested to strengthen vocational education.  Questions have arisen about 
how and by whom relevant vocational education can be well delivered.  This 
volume analyses data from a 2011 nationwide survey, directed by Prof. Dr. 
Keiichi Yoshimoto, of teaching staffs and teaching organisations in junior 
colleges and professional training colleges.  The questions focused upon 
requirements, educational background, prior experiences, recruitment, work 
conditions, actual work, competencies, and career developments. 
Three dimensions are investigated.  First, examined is whether academic 
profession models based on research universities are applicable to 
non-university teaching staffs or other alternative model oriented to vocational 
education is needed; second, the differences between both non-university 
sectors are examined, as only the junior college sector is legally defined as part 
of universities; and third, the roles of full- and part-time teaching staffs as well 
as administrative staffs are investigated because most institutions in both sectors 
are smaller in size than in university and the division of work in teaching 
organizations is also one of the important research interests of this study. 
As a result, it became clear that teaching staffs of two sectors are unique 
from university's academic professions and that an alternative teaching staff 
model is needed for these sectors.  Differences between junior colleges and 
professional training colleges are detected but rather similar as communal area 
of vocationally focused short-cycle institutions: for example, the importance of 
part-time teaching staffs delivering live vocational currency. 
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